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■出版・電子出版著作権総講義 第 1 回の概要 

 
ICT の普及を背景にした近年の著作権法改正によって、出版・電子出版の保護の強化と利用

の拡大を生じさせようとしています。著作権法政策の変化によって出版・電子出版はどのように変

容するかを考えるために、松田政行弁護士が「出版・電子出版著作権総講義」と題して講演を実

施いたします。今年度は、その第 1 回「著作権法の底流の変化」を 9 月 17 日（金）に、第 2 回「出

版・電子出版に起こる今後の変化」を 10 月 1 日（金）に開催します。 

 

講師：松田政行弁護士 

2021 年 9 月 17 日■出版・電子出版著作権総講義 第 1 回「著作権法の底流の変化」 

 

(1) 30 年改正法・令和 2 年の諸法 

本セミナーで取りまとめることとした範囲は、平成 30 年著作権法改正法と令和 2 年の著作権法

改正関連諸法である。これらの条文の解説ではなく、底流にある著作権法政策の変化である。特

に出版・電子出版の視点において論ずる。 

 

(2) 柔軟な権利制限規定の導入 

柔軟な権利制限規定の導入によって 3 種の産業政策的要請を踏まえ、この 3 種を 3 段階の権

利制限規定に見事に整理した。特に著作物の思想又は感情を享受することがない著作物の利用

に関しては利用の自由を確保したという程の改正を行った。 

 

(3) 授業目的公衆送信補償金制度の導入 

授業目的公衆送信補償金制度の導入は、授業目的の公衆送信の利用を著作権者への補償

金の支払いを要件に許容するものである。35 条 1 項は、授業目的公衆送信を権利制限の対象と

して、著作権者がこの制限規定による差止請求権を喪失する代わりに公衆送信を行う教育機関

の設置者に対し補償金を請求できることとした。 

 

(4) 令和 2 年法の著作権法改正関連諸法による改正 

30 年、令和 2 年改正は、後戻りができない著作権法の性質を変える大きな流れを示しているよ

うに思われる。両改正は、著作権のインターネット上の権利を確実にしつつも、著作物の利用の

諸場面において著作権者の利益と利用者の行為による社会経済的利益の促進を調整して柔軟

に利用の可否を決定しうるという新しい著作権法を示している。 

 

(5) 軽微利用と著作者の利益（もう一つの柔軟な権利制限規定） 

2 回の改正において、著作権と利用との調整を柔軟に行う方法が見えてきた。この方法に共通
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して使われる法技術、法概念があるように思われる。小さな変化のように見えるが、大きく機能す

るのではないかと考えているので、ここに示しておく。それは「軽微利用」と「（但書的）著作権者の

利益を不当に害する場合」である。 
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 資料１  

JEPA セミナー 講義内容サマリー（セミナー １ ９月１７日）     
                  松田政行 

 
「ICT による近年の著作権法改正 出版・電子出版の保護の強化と利用の拡大を生じさせた

社会状況」 

・・・出版・電子出版は著作権法政策の視点からどのように変容するか その１・・・     
１ 著作権法の底流の変化 

(1) 30 年改正法・令和 2 年の諸法 

 本セミナー１で取りまとめることとした範囲は、平成 30 年著作権法改正法と令和 2 年の
著作権法改正関連諸法である。その条文解説ではなく、著作権法政策の底流にある変化で
ある。 

著作権法の 30 年改正法は、昭和 45 年法の基本的思想を大きく変容させた。その一つは、
柔軟な権利制限規定の導入（30 条の４、47 条の４，47 条の５）であり、他は、教育目的
公衆送信補償金制度の導入（35 条、104 条の 11 から 17）である。令和 2 年の諸法は、こ
れまで⻑く文化審議会著作権分科会において審議されそのほとんどについて分科会報告書
に改正の方針が示されていた諸点の総合的改正法ということが出来る。 
(2) 柔軟な権利制限規定の導入 

柔軟な権利制限規定の導入によって 3 種の産業政策的要請を踏まえ、この 3 種を 3 段階
の権利制限規定に見事に整理した。特に著作物の思想又は感情を享受することがない著作
物の利用に関しては利用の自由を確保したという程の改正を行った（30 条の 4）。昭和 45
年法の思想は、いかなる利用であってもそれが著作物の支分権的利用に関わる場合には、
著作権者の排他的権利によって統制され、結果「利用の独占」を許すという思想であった
（この思想は、著作権者に損害が無くとも侵害は生じるという帰結を許容していた。参考
114 条 3 項）。改正法は、思想又は感情の享受を著作権の経済的利用の本質と捉え、思想又
は感情の享受がない利用という範疇を見出し、この部分について権利制限規定の形で利用
を許容した。これは権利制限規定という形をとるものの著作権法の保護を著作物の利用か
ら思想又は感情の享受に転換させる契機になる。 

もう一つの類型は、利用による社会経済（特に ICT 分野）の便益の提供が可能な場合に、
著作物の軽微利用までは許容するという考えである（47 条の５）。柔軟な権利制限規定の要
件に軽微利用を設けることによって ICT の発展と著作権者の利益の調整を図ろうとしたの
である。軽微利用の要件は、この改正を契機にして大きな機能を発揮することになる。思
想又は感情の享受の認定と軽微利用は司法の場によって決せられることになる。これが柔
軟な権利制限規定の柔軟たる所以でもあるのだ。 
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(3) 授業目的公衆送信補償金制度の導入 

授業目的公衆送信補償金制度の導入は、授業目的の公衆送信の利用を著作権者への補償
金の支払いを要件に許容するものである。35 条 1 項は、授業目的公衆送信を権利制限の対
象として、著作権者がこの制限規定による差止請求権を喪失する代わりに公衆送信を行う
教育機関の設置者に対し補償金を請求できることとした（同条 2 項）。さらにこの補償金請
求権の制度的保障として 104 条の 11 から 17 に授業目的公衆送信補償金制度を設けた。補
償金の請求は、文化庁⻑官が指定する指定管理団体（一般社団法人授業目的公衆送信補償
金等管理協会 略称「SARTRAS」）によってのみ権利行使ができることから、指定管理団
体によって補償金の額が定められ、徴収と分配業務が行われる（令和 3 年 4 月から業務が
開始している。）。授業目的の著作物の利用とこれを実質的にリカバリーする補償金等の支
払いによる制度の導入は、先進国において遅きに失した感があるものの大きな著作権法の
流れを変えるものとなるように思われる。それは、著作権の本質を排他的請求権による利
用の独占から経済的利益の調整に移行させたということが出来よう。多様なデジタルコン
テンツの利用は、著作権の排他的請求権の権利行使によっては調整できないことに至った。
このことは、「市場の失敗」という⾔葉で⻑く問われてきたところでもあった。著作権の経
済的権利の実態は、制度的保障に担保された補償金請求権に変容するということではなか
ろうか。 

さらにこの制度は、従前の厳密な権利行使による市場のコントロールという方法を変更
して、極めてラフなジャスティスに移行したということができる。SARTRAS は徴収した補
償金の内の包括補償金（これがほとんどになる。）の権利者に対する配分が不可能になる制
度であることに鑑み、その２０％を権利の保護並びに著作物の創作の振興及び普及の事業
に支出しなければならないとされている（104 条の 15）。これを共通目的事業といい、これ
に支出することによって権利者に広く還元されたことにする制度なのである。 

30 年法の改正による柔軟な権利制限規定の導入と授業目的公衆送信補償金制度の導入は、
問題設定と立法の方法論としては異なるものの底流には著作権の大きな性質の変化がある
ように思われる。一⾔で⾔うならば利用へのシフトである。 
(4) 令和 2 年法の著作権法改正関連諸法による改正 

令和 2 年法の著作権法改正関連諸法による改正は、多岐に及ぶものであるが、その重要
な改正は、①侵害コンテンツのダウンロード違法化の対象範囲の拡大、②リーチサイト等
を介した侵害コンテンツへの誘導行為への対応、③著作物等の利用許諾に係る権利の対抗
制度の導入、及び④写り込みにかかる権利制限規定の見直しである。①②は違法コンテン
ツのアップロードに対応する権利の強化ということが出来よう。③④は著作物の利用を著
作権に優先させるという視点において共通する。特に④は軽微利用の範囲で利用を拡大す
る制限規定の見直しであり、30 年法による改正の柔軟な権利制限規定に類似する改正であ
る。 
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30 年、令和 2 年改正は、後戻りができない著作権法の性質を変える大きな流れを示して
いるように思われる。両改正は、著作権のインターネット上の権利を確実にしつつも、著
作物の利用の諸場面において著作権者の利益と利用者の行為による社会経済的利益の促進
を調整して柔軟に利用の可否を決定しうるという新しい著作権法を示している。この意味
で著作権者の物権的請求権による著作物市場のコントロールは、後退したというべきであ
ろう。この 2 回の著作権法の改正は、凡そ近 25 年間の著作権法の変遷を求めていた著作権
を立法政策によって縮小しうるという情報共有社会推進派の行動とこれを支持する経済社
会環境に対する回答というべき改正である。特に、30 年法改正における柔軟な権利制限規
定は、米国流フェアユース規定の導入を提唱していた情報共有社会推進派をも承服させる
見事な立法技術と評価されている。著作権法の現時点の帰結として、更にこの方向を推進
して行くべきだろうと考えている。 
(5) 軽微利用と著作者の利益(もう一つの柔軟な権利制限規定) 

2 回の改正において、利用利益との調整を柔軟に行う方法が見えてきた。この方法に共通
して使われる法技術、法概念があるように思われる。小さな変化のように見えるが、大き
く機能するのではないかと考えているので、ここに示しておく。それは「軽微利用」と「（但
書的）著作権者の利益を不当に害する場合」である。「軽微利用」の概念は、2 回の改正に
おいて（一部それ以前の改正において使用されている。）、概要以下の規定に使用されてい
る。47 条の５第 1 項、30 条 1 項 4 号、30 条の２第 1 項、である。「（但書的）著作権者の
利益を不当に害する場合」は、概要以下の規定に使用されている。30 条の４柱書，47 条の
４第 1 項柱書、第 2 項柱書、47 条の５第 1 項柱書、第 2 項、35 条 1 項、30 条 1 項 4 号、
30 条の２第 1 項、第 2 項である。各所に使われる軽微利用は、それぞれ内容を異にし、各
条の立法趣旨において広狭さまざまである。これにより利用の柔軟性を確保する機能があ
るというべきである。次に、新制度ともいうべき柔軟性の確保において著作権者の不利益
をまれに惹起する場合がないではないことを慮かって、著作権者の経済的利益の侵害が認
められる場合には、各条本文制限規定を適用しないこととした。多分に安全弁的機能を期
待するところではあるが、この両者の関係は、極めて微妙かつ難しい判断を要することに
なり、著作権法の解釈において最大の難問を提示しているように思われる。著作権者に与
える経済的損害がないことが軽微利用の考慮要素としてあげられて、これがあることが但
書の要件になっている。柔軟に権利を制限して利用の促進を図り、なお著作権者の経済的
利益の侵害にならないという立法思想・立法技術がかかる背中合わせの概念を規定に入れ
ることになったのである。この難問の解決は、本セミナーに譲るとして、結論だけを示せ
ば、「軽微利用」は外形的・類型的に著作権者の利益を害さない利用をいい、「（但書的）著
作権者の利益を不当に害する場合」は現に著作者の利益を害する利用をいうことになる。
立法者の心を読み解くことによって、日本版フェアユースの所以を知ることになるだろう。 
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２ 出版・電子出版界に起こる今後の変化  

（セミナー ２ １０月１日 の予告） 

(1） 国立国会図書館における利用 

今年度の著作権法改正によって国立国会図書館の送信サービスが許容されることになっ
た。登録利用者に対する絶版等資料の直接送信と補償金の支払いによって著作物を利用者
に一部送信する事業である。補償金は、指定管理団体によって一括徴収・配分がなされる
ことに成る。この状況は、いずれも米国 Google Books による書籍コンテンツの利用を超え
た状況と見ることができる。 

その先に見える国立国会図書館の姿は何か。 
出版・電子出版にどのように影響するか。 

(2） 拡大集中許諾制度の導入 

 次に来る著作権法の大きな流れは、拡大集中許諾制度の導入ではなかろうか。この制度
は、現在の著作権等管理事業者が管理している著作権等が信託譲渡又は委任を受けた著作
物・著作権に限るところをこの信託・委任がない著作物・著作権に拡大するということで
ある。これによって、アウトサイダーの権利処理が可能にするということである。権利者
不明、所在不明の権利者に許諾を得なくとも利用が可能になるため著作物の流通が決定的
に促進されると共に新規コンテンツの創作に大きく貢献することになる。本セミナー１で
示した利用へのシフトと利用の対価を制度的に担保しようというものになる。 
(3) 利用へのシフトによる管理団体による権利処理のジャスティス 

 利用へのシフトは、権利者不明、所在不明の著作物の利用を含むことになる。すでにこ
の現象は、授業目的公衆送信補償金の管理に表れている。著作権法は、あらかじめこの補
償金の分配ができない部分を折り込んで徴収した補償金の一定の割合につき配分資金から
権利者に共通して有益となる事業への支出をしなければならないとしている。政省令によ
りこの割合は 20％と定められているのである。共通目的事業という。この資金は、徴収す
る補償金によることになるが、毎年度５〜６億円になるという予想もある。この配分不能
分の予定額を著作権者等の共通の目的に支出することをもって、ラフ・ジャスティスとし
て社会的承認が得られなければならない。いかなる支出が予定されるのであろうか。ラフ
であってジャスティスにかなうところとしなければならない。 
 この共通目的事業的な補償金、使用料等の一部事業支出は、上記(1)、(2)にも生じる。更
に著作権等管理事業であって配分できない資金が 10 年の留保によって生じることにもなる。
セミナー参加者にこれらの毎年生じる「共通基金」をどう使うかを考えてもらいたい。                              

 








































